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●道内経済の動き�

●道内景気の先行きと原油価格高騰の影響について�

●ジンギスカンの北海道経済に及ぼす効果�
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最近の道内景気は、弱めの動きとなっている。

需要面をみると、公共投資は、国および地方自治体の財政面での制約から減少している。

個人消費は、食品やガソリンなど生活必需品の値上がりにより家計防衛意識が強まっている

ことから弱めの動きとなっている。設備投資は、大手製造業の能力増強投資を中心に堅調に

推移している。住宅投資は、月毎にばらつきはあるものの、需要の弱さから減少傾向にあ

る。

生産活動は概ね横ばいである。また、雇用情勢は有効求人倍率が低下するなどやや弱い動

きとなっている。企業倒産は、大型倒産の発生もあり、件数、負債総額ともに増加した。
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①個人消費～弱い動き

６月の大型小売店販売額（既存店ベース、

前年比▲６．５％）は、百貨店、スーパーとも

に前年を下回った。

百貨店（前年比▲９．９％）は、衣料品や身

の回り品などが減少し、１２ヶ月連続で前年を

下回った。スーパー（同▲４．９％）は、飲食

料品はわずかに増加したが衣料品や身の回り

品などが大きく減少し、１２ヶ月連続で前年を

下回った。

コンビニエンスストア（同＋３．９％）は、

２ヶ月連続で前年を上回った。

②住宅投資～大幅に減少

６月の新設住宅着工戸数は、４，４１６戸（前

年比▲３５．３％）と２ヶ月振りに前年を下回っ

た。利用関係別では、持家（同▲１３．０％）、

貸家（同▲２６．９％）、分譲（同▲８０．９％）の

全てが前年を下回った。

４～６月の着工戸数累計では、１２，０３４戸

（前年同期比▲２４．７％）となり、前年を大き

く下回った。持ち家（同▲１２．１％）、貸家

（同▲２１．４％）、分譲（同▲５４．０％）全てが前

年を下回った。

道内経済の動き

― １ ―
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③鉱工業生産～生産は横ばい

６月の鉱工業指数は、前年に比べ生産で

は、食料品工業などが低下したものの、輸送

機械工業や電気機械工業などが上昇した。

前月比では＋１．０％と２ヶ月連続で上昇

し、前年比では＋２．９％と３ヶ月連続で上昇

した。

④公共投資～低調に推移

６月の公共工事請負金額は、１，０９８億円

（前年比＋３．７％）と５ヶ月振りに増加した。

発注者別では、国（前年比▲２２．０％）は減

少したが、道（同＋１３．２％）、市町村（同

＋９．７％）が増加した。

４～６月までの累計では請負金額３，０９４億

円（前年同期比▲６．７％）と減少基調が続い

ている。

⑤雇用情勢～やや弱い動き

６月の有効求人倍率（パートを含む常用）

は０．４４倍となり、前月比では０．０１ポイントの

上昇、前年比では０．０５ポイントの低下となっ

た。

また、新規求人数は、前年比▲１１．４％と４

ヶ月連続で前年を下回った。業種別では飲食

店・宿泊業（前年比＋１．８％）はホテルの新

規オープンによる大量求人などから増加した

が、建設業（同▲２０．８％）や製造業（同

▲２０．２％）などが前年を下回った。

道内経済の動き

― ２ ―
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⑥来道客数～前年を下回る

６月の来道客数は、１，１２３千人（前年比

▲３．０％）とサミット開催に伴う警備強化も

あり２ヶ月振りで前年を下回った。

４～６月の累計来道客数は、２，９５８千人

（前年同期比▲１．５％）と前年を下回ってい

る。

⑦貿易動向～輸出・輸入ともに増加

６月の道内貿易額は、輸出が前年比１７．９％

増の３６９億円、輸入が同１３５．９％増の１，５８４億

円となった。

輸出は、石油製品や自動車の部分品などが

増加し、８ヶ月連続で前年を上回った。

輸入は、価格高騰が続く原油・粗油や石炭

などが増加し、１０ヶ月連続で前年を上回っ

た。

⑧倒産動向～件数、負債総額ともに増加

７月の企業倒産は、件数は７２件（前年比＋

３８．５％）、負債総額は２５２億円（同＋１３８．０％）

とともに前年を大きく上回った。

業種別では、公共工事削減や原材料価格の

上昇の影響を受けている建設業が１８件と最も

多く、続いて、サービス業・他（１３件）、卸

売業（１２件）、小売業（１１件）となった。

道内経済の動き

― ３ ―
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１．道内景気の現状判断

前年同時期に比べ、景気判断DI

（△７７）は５５ポイント低下し、停滞感が

一段と強まった。

２．道内景気の回復時期

道内景気が回復する時期は、「今年

中」とみる企業（１１％）は１割強、また

「来年中」とみる企業（３１％）は３割強

となった。一方、「再来年以降」とみる

企業（５８％）が６割弱に達し、景気の先

行きに警戒感が強い。

３．景気先行きの懸念材料（複数回答）

景気先行きの懸念材料として、「原油

価格の動向」（８７％）を挙げる企業が、前

年に比べ２３ポイント上昇し突出した。次

いで「個人消費の動向」（６４％）、「公共投

資の動向」（５９％）の順となった。

４．原油価格の高騰について

大多数の企業（９８％）は「影響あり」

としている。原価上昇分の売上単価への

転嫁は一部にとどまり、多くの企業は利

益確保に苦慮している。

調査の目的と対象
アンケート方式による道内企業取引先の経営動向
把握。

調査方法
調査票を配布し、郵送により直接回収。

調査内容
道内景気の先行きと原油価格高騰の影響について

判断時点
平成２０年７月上旬

本文中の略称
景気判断DI
「回復しているとした企業の割合」－「悪化し
ているとした企業の割合」

地域別回答企業社数

業種別回答状況

企業数 構成比 地 域
全 道 ４５３ １００．０％
札幌市 １５３ ３３．８ 道央は札幌市を除く石狩、後志、

胆振、日高の各支庁、空知支庁南部道 央 １０５ ２３．２
道 南 ４３ ９．５ 渡島・檜山の各支庁
道 北 ５９ １３．０ 上川・留萌・宗谷の各支庁、空知支庁北部
道 東 ９３ ２０．５ 釧路・十勝・根室・網走の各支庁

調査企業社数 回答企業社数 回答率
全 産 業 ８００ ４５３ ５６．６％
製 造 業 ２２０ １２５ ５６．８
食 料 品 ７５ ４０ ５３．３
木 材 ・ 木 製 品 ３５ ２０ ５７．１
鉄鋼・金属製品・機械 ５０ ３４ ６８．０
そ の 他 の 製 造 業 ６０ ３１ ５１．７
非 製 造 業 ５８０ ３２８ ５６．６
建 設 業 １８０ １１２ ６２．２
卸 売 業 １００ ６３ ６３．０
小 売 業 １２０ ６５ ５４．２
運 輸 業 ７０ ３３ ４７．１
ホ テ ル ・ 旅 館 業 ３０ ２０ ６６．７
その他の非製造業 ８０ ３５ ４３．８

特別調査

景気の先行きに強い警戒感
道内景気の先行きと原油価格高騰の影響について

調 査 要 項

― ４ ―― ４ ―
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1

要点

�現状判断 「景気は悪化している」とみる企業（７７％）が多数。DI（△７７）は前年比、大幅低下。

�回復時期 「再来年以降」とみる企業（５８％）が６割弱。建設業（７２％）は特に高率。

道内景気の現状と先行きについて

〈図表１〉道内景気の現状
（単位：％）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄 鋼・
金属製
品・機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル

・旅館
その他の
非製造業

�回復している ０ １ ３ － － － － － － － － － －

（急速に回復） （－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）

（緩やかに回復） （０） （１） （３）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）

�横ばい状態である ２３ ２８ ２５ １６ ３５ ３３ ２１ １８ １６ ２７ ３１ ２０ ２３

�悪化している ７７ ７１ ７２ ８４ ６５ ６７ ７９ ８２ ８４ ７３ ６９ ８０ ７７

（緩やかに悪化） （５４）（５０）（５７）（４２）（３８）（５７）（５５）（５２）（５５）（５８）（５０）（５０）（６９）

（急速に悪化） （２３）（２１）（１５）（４２）（２７）（１０）（２４）（３０）（２９）（１５）（１９）（３０）（８）

景気判断DI�－� △７７ △７０ △６９ △８４ △６５ △６７ △７９ △８２ △８４ △７３ △６９ △８０ △７７

前年同時期 景気判断DI △２２ △１８ △１６ △２５ △１８ △１３ △２５ △３１ △２６ △１７ △１８ △２３ △２０

〈図表２〉道内景気の回復時期
（単位：％）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄 鋼・
金属製
品・機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル

・旅館
その他の
非製造業

�平成２０年 １１ １１ １３ １２ ６ １４ １１ ８ １２ １８ ７ １０ ９

（６月以前） （０）（１）（３）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）

（７～９月） （５）（６）（７）（１２）（３）（－）（５）（２）（７）（５）（－）（１０）（９）

（１０～１２月） （６）（４）（３）（－）（３）（１４）（６）（６）（５）（１３）（７）（－）（－）

�平成２１年 ３１ ３９ ３８ ４１ ４２ ３３ ２８ ２０ ３０ ３１ ３０ ３２ ４１

（１～３月） （２）（２）（－）（－）（３）（４）（３）（２）（２）（５）（－）（６）（３）

（４～６月） （１８）（２２）（１９）（３５）（２７）（１１）（１６）（１０）（１６）（２２）（１５）（２１）（２６）

（７～９月） （７）（９）（８）（－）（１２）（１１）（６）（７）（７）（－）（１５）（５）（６）

（１０～１２月） （４）（６）（１１）（６）（－）（７）（３）（１）（５）（４）（－）（－）（６）

�平成２２年１月以降 ５８ ５０ ４９ ４７ ５２ ５３ ６１ ７２ ５８ ５１ ６３ ５８ ５０

特別調査

― ５ ―― ５ ―
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景気先行きの懸念材料（上位５項目）の要点

項目 前期比 要点

�原油価格の動向（８７％） ＋２３ ３年連続で第１位。製造業（９１％）で高率。

�個人消費の動向（６４％） ＋１０ ３年連続で増加、全業種でウェイト高まる。

�公共投資の動向（５９％） ＋１ 鉄鋼・金属製品・機械（８３％）、建設業（７３％）でウェイト大。

�国内景気の動向（５０％） ＋１２ ３年連続で増加。特にホテル・旅館業（７２％）で高率。

�物価の動向（３７％） ＋２１ インフレ懸念強まる。

景気先行きの懸念材料

＜図表３＞景気先行きの懸念材料 推移（複数回答）

※物価の動向はＨ１７年度 調査項目なし

特別調査

― ６ ―― ６ ―
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〈図表４〉景気先行きの懸念材料（複数回答）
（単位：％）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル

・旅館
その他の
非製造業

�原油価格の動向
①
８７
（６４）

①
９１
（６９）

①
９１
（６５）

①
８１
（５２）

①
９０
（７３）

①
１００
（８１）

①
８６
（６２）

①
８７
（５５）

①
８９
（６６）

①
７８
（６４）

①
９０
（９７）

②
８３
（７３）

①
９０
（４７）

�個人消費の動向
②
６４
（５４）

②
７２
（５４）

②
８３
（５８）

②
７５
（５７）

５５
（３６）

②
７３
（６５）

②
６２
（５３）

４２
（４１）

②
８０
（６０）

②
６９
（６２）

③
５０
（４７）

①
８９
（７３）

②
６８
（５８）

�公共投資の動向
③
５９
（５８）

③
５６
（５６）

４０
（２６）

５０
（６１）

②
８３
（７９）

５０
（６８）

③
６０
（５８）

②
７３
（７６）

③
６３
（４８）

４３
（４４）

②
６０
（６３）

２８
（２７）

③
６３
（５４）

�国内景気の動向
④
５０
（３８）

④
５１
（３７）

５４
（４４）

１９
（３５）

③
６２
（３３）

５５
（３２）

④
５０
（３８）

③
５７
（４４）

５０
（４０）

３７
（２９）

３５
（４１）

③
７２
（４１）

４７
（２８）

�物価の動向
⑤
３７
（１６）

⑤
４５
（１８）

５１
（２８）

３１
（１３）

３１
（１２）

③
６４
（１４）

⑤
３４
（１５）

２９
（１３）

４６
（１７）

③
４５
（１６）

１０
（９）

３３
（５）

２１
（２３）

�住宅投資の動向 ３２
（２２）

３１
（１９）

１７
（－）

③
６９
（６１）

２４
（１５）

３６
（１９）

３３
（２３）

４１
（３２）

３９
（２４）

３１
（２２）

２０
（１６）

１１
（－）

１１
（１６）

�中国経済の動向 ２９
（２７）

４３
（４０）

③
５７
（４７）

５０
（３９）

２４
（４２）

４１
（３０）

２４
（２１）

１９
（１７）

３０
（２１）

２８
（２５）

２０
（２５）

２８
（２７）

２１
（２１）

�アメリカ経済の動向 ２６
（１２）

３５
（１４）

４０ １９ ３５ ４１ ２２
（１２）

１４ １５ ３３ ２５ ３３ ３２

	低価格化の強まり ２３
（３２）

２０
（２９）

９ １９ ２４ ３２ ２４
（３３）

３６ １５ １６ ２５ ３３ ５


政局の動向 ２２
（６）

２６
（２）

３１ １３ ２４ ２７ ２１
（８）

２０ ２０ ２２ １５ ２８ ２１

�金融機関の融資姿勢 １８
（２１）

１７
（２１）

１１ １９ ２１ １８ １９
（２１）

２４ １９ １６ １０ １７ １１

�金利の動向 １８
（４０）

１８
（４３）

９ １３ ３１ １８ １８
（３８）

２４ １５ １８ １５ １１ ５

設備投資の動向 １７
（１９）

１４
（２１）

９ ６ ２４ １４ １８
（１８）

２７ ２８ ８ ５ ６ ５

�株価の動向 １６
（５）

２０
（７）

２６ ３１ １４ ９ １５
（４）

１４ １１ １８ １０ １７ ２１

�雇用の動向 １２
（１９）

１１
（１８）

１４ － １０ １４ １２
（１９）

１０ ２０ １０ ５ １７ １１

�為替の動向 １１
（７）

１７
（１３）

２６ １３ ７ １８ ８
（５）

４ １３ １０ － １１ １１

�規制緩和の動向 ９
（１５）

９
（１５）

９ ６ ３ １８ ８
（１５）

７ １１ ２ ３０ １１ －

�地価の動向 ５
（７）

２
（４）

－ － － ９ ６
（８）

１２ ２ ４ － ６ －

○内数字は業種内の順位、（ ）内は前年同時期調査

特別調査

― ７ ―― ７ ―
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３

要点

�影響の有無 影響を受けている企業（９８％、４３８社）が大多数。

�影響を受けている事項 燃料費の上昇（８２％）、材料仕入価格の上昇（７０％）が突出。

�対応策 売上単価にすべて転嫁は２％、計画中・交渉中を含め未転嫁企業は６割強。

原油価格の高騰について

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル

・旅館
その他の
非製造業

�影響がある ９８ １００ １００ １００ １００ １００ ９７ ９８ ９７ ９６ １００ １００ ９４

（かなり影響を受けている）（５４）（５８）（５１）（４５）（６２）（７１）（５２）（４７）（４７）（４８）（８８）（８０）（３５）

（やや影響を受けている）（４４）（４２）（４９）（５５）（３８）（２９）（４５）（５１）（５０）（４８）（１２）（２０）（５９）

�影響はない ２ － － － － － ３ ２ ３ ４ － － ６

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル

・旅館
その他の
非製造業

�売上単価に転嫁 ３８ ４０ ５２ ３７ ２４ ４２ ３８ ２０ ６３ ５７ ２２ １５ ３７

（すべて転嫁） （２）（２）（３） － （３） － （３）（２）（２）（８） － － －

（ある程度転嫁） （３６）（３８）（４９）（３７）（２１）（４２）（３５）（１８）（６１）（４９）（２２）（１５）（３７）

�検討中または交渉中 １８ ２５ ２５ １６ ３１ ２６ １４ １３ １３ ３ ４７ ５ １３

�売上単価に転嫁せず ４３ ３４ ２３ ４７ ４５ ２９ ４７ ６６ ２４ ３８ ３１ ７５ ４７

（合理化により吸収） （１９）（１６）（１３）（１０）（２１）（１９）（２０）（２５）（１７）（１７）（６）（４０）（２２）

（自社の負担増加） （２４）（１８）（１０）（３７）（２４）（１０）（２７）（４１）（７）（２１）（２５）（３５）（２５）

�その他 １ １ － － － ３ １ １ － ２ － ５ ３

〈図表５‐１〉原油価格の上昇について
（単位：％）

〈図表５‐３〉影響を受けている企業の対応策
（単位：％）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル

・旅館
その他の
非製造業

�燃料費が上昇している ８２
（７９）

８５
（７８）

９７
（８９）

７８
（８２）

８１
（７３）

７９
（６８）

８１
（７９）

８８
（８２）

７０
（６２）

６７
（６１）

９６
（９７）

１００
（１００）

７９
（９２）

�材料仕入れ価格が上昇
している

７０
（５７）

７６
（６５）

６８
（５５）

５０
（５０）

９４
（７６）

８３
（７６）

６７
（５３）

７６
（６６）

７７
（５１）

６２
（４６）

３２
（３０）

６８
（４３）

６３
（５０）

�流通コストが上昇して
いる

３０
（２３）

５０
（２８）

６８
（１６）

５６
（５０）

３９
（３６）

３３
（２１）

２２
（２２）

１５
（１５）

４８
（４７）

２７
（３０）

－
（１５）

５
（１０）

１７
（５）

�包装資材価格が上昇し
ている

２２
（２１）

４９
（４７）

９７
（９１）

２２
（３２）

１０
（２１）

５０
（２９）

１２
（１０）

１
（２）

１４
（１５）

２９
（２２）

４
（６）

１６
（１４）

２１
（１３）

�その他 ３
（３）

－
（１）

－
（－）

－
（－）

－
（－）

－
（３）

５
（４）

１
（２）

５
（２）

１０
（１１）

４
（６）

－
（５）

１３
（３）

〈図表５‐２〉影響を受けている事項（複数回答）
（単位：％）

（ ）は前年同時期調査

特別調査
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道内企業の収益は、原油価格の高騰に伴う原材料価格の上昇で圧迫されています。販売価

格への転嫁はある程度進んでいますが、たび重なる原材料価格の上昇に、なかなか追いつか

ないようです。また個人消費は、食料品やガソリンなど生活必需品の値上がりもあって、弱

い動きが続いています。このような状況が、道内企業の景況感を一層慎重なものにしていま

す。

以下に企業から寄せられました生の声を紹介いたします。

１．景気の現状と先行きの懸念材料

＜水産加工業＞ 原油価格が安定し、価格体

系が落着くまで景気は回復しない。

＜水産加工業＞ オホーツク圏の美味しい食

材を、より多くの人に食べてもらえるよう商

品開発に取り組む。

＜印刷業＞ 公共事業の削減や原材料価格の

高騰など、明るい材料は見当たらない。価格

上昇分を転嫁できない中小零細企業は先行き

の見通しがない。価格転嫁すると客離れの恐

れがある。

＜ビニール加工販売業＞ 仕入れ価格の上昇

に対し販売価格への転嫁も進んでいるが、こ

れからの上昇分は転嫁困難で自社で吸収せざ

るを得ない。また、生地（フィルム）メーカ

ーの廃業が増加しており、同一品質の入手も

難しくなっている。

＜サッシ工事業＞ 民間主体の建築関連のた

め、個人消費の回復を期待している。仕事の

絶対量が不足しているが、業者が多すぎる。

＜賃貸マンション建築業＞ 改正建築基準法

とサブプライムローン問題は、国内景気およ

び個人消費に大きな影響を与えた。地場大手

の住宅メーカー、建設関連会社の倒産が相次

ぎ、消費意欲は低下する一方である。

＜電設資材卸売＞ ハウスメーカー、マンシ

ョンメーカーが苦戦しており、電気工事店も

消極的になっている。絶えずアンテナを張り

情報収集しているが、消極的になりすぎると

仕事が極端に減るのでバランスをどこに置く

か思案している。

＜事務機械卸売＞ 諸物価上昇による消費マ

インドの低下により、好転は当面見込めな

い。特に北海道は雇用情勢が改善されず、景

気は冷え込んでおり見通しは暗い。

＜家具店＞ 安い輸入製品の増加で、国内産

業が衰退したことが景気悪化の要因の一つと

思う。また大型店が開店したが、地元への恩

恵が少なく地域経済が悪化した。

＜家具店＞ 中国は家具の重要な生産地であ

る。四川大地震や北京オリンピックの影響が

どのようになるか心配である。

経営のポイント

原材料価格の上昇、景況感を一層慎重に
〈企業の生の声〉

― ９ ―
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＜土産品店＞ 札幌近郊で大型ショッピング

センターの進出が増えており、個人商店など

はさらに淘汰される。

＜雑貨小売業＞ 後期高齢者医療制度など、

消費者は先行き不安が多く出費を抑える傾向

がある。

＜自動車小売業＞ 個人所得は残業代のカッ

トやボーナス等の縮小で減少している。車両

更新の時期にきても消費者は買い替えない傾

向にある。購入客は車検代プラス２０万円程度

の低価格車を選択している。

＜鉄製品運輸業＞ 北海道は開拓以降の歴史

的経緯からも経済的自立は大変困難と思う。

公共投資の削減が止まらない限り、道内景気

は回復しない。北海道開発予算の縮減と歩調

を合わせるように、本州大手企業は北海道を

離れ軸足を仙台近辺に移している。

＜都市ホテル＞ 近郊では建設業を中心に倒

産する企業が増えており、景気後退が一層鮮

明になっている。ホテルなどサービス業は、

地域の活気に左右されやすく心配である。

＜都市ホテル＞ 十勝地方に景気回復の兆し

はなく、法人・個人ともに利用客が減少、さ

らに客単価の低下がみられる。

＜不動産売買業＞ 石油・食品の価格が上昇

する一方、企業収益、個人所得は低下してい

る。輸入依存度の高いものが影響を受けるの

で不安感が必要以上に増幅されている。

２．原油価格高騰の影響と対策について

＜製材業＞ 製材乾燥機は灯油を使用してい

るが、自然乾燥の比率を高めている。

＜製本業＞ 新規業務はある程度、仕入れ材

料上昇分を転嫁できるが、定期業務は常に前

回と同条件を求められるために転嫁できな

い。

＜レトルト食品販売業＞ 包装資材の原価に

占める割合が上昇しており、作業の効率化や

食材料を見直しても、吸収できない。製品中

身より包装資材のほうが高いものも出てい

る。包装の簡素化、統一化、仕入先の変更な

どをプロジェクトチームで検討している。

＜賃貸マンション建築業＞ 全国に５５社の技

術提携企業があり、資材の共同購入でコスト

ダウンを図っている。

＜工業用消耗品卸売＞ 仕入れ価格と燃料費

の上昇により粗利益が低下している。得意先

の理解を求め売価に転嫁するが、ガソリン代

は打つ手がなく、ほかの経費の見直しで対応

する。

＜電設資材卸売＞ ５年前から電設資材が５

回値上がりし、電線価格も４年前より３倍に

なった。住宅着工も激減しており、電気工事

店はじめ関連業界は大変厳しい。

＜建築資材卸売＞ ガソリン代の高騰による

燃料費の上昇を抑えるため、軽油の代わりに

てんぷら油を精製した燃料の使用も考えてい

る。

経営のポイント

― １０ ―
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＜農水産物加工品卸売＞ 仕入れ価格の上昇

は企業努力の範囲を超えているので、売価に

徐々に転嫁している。同時に販売先の選択も

大きな課題となってきた。仕入先の犠牲で自

分だけ生き残ろうとする販売先は取引解消も

含めて考える。

＜自動車小売業＞ 仕入時に発生する出張や

納車・運搬に使用する搬送車のガソリン代が

昨年に比べ２．５倍となった。搬送車の外注も

したが効果がない。

＜運輸業＞ 今年２月に、３年かけて運賃値

上げを主要荷主に認めてもらった。しかしそ

の後の原油価格上昇でその効果は半減、今後

は運賃サーチャージ制の導入を目指す。

＜一般貨物運輸業＞ 売上単価への転嫁にも

限界があり、最終的には人件費に手をつけざ

るを得ない。

＜農産物運輸業＞ 原油価格の高騰で燃料費

やフェリー料金が上昇している。各荷主へ運

賃改定を交渉中である。

＜金属製品運輸業＞ 投機資金によって原油

価格が高騰していることに大変な憤りを感じ

ている。過当競争から運賃の値上げは出来

ず、収益は悪化する一方である。

＜鋼材運輸業＞ 燃料費が増加し、収益を圧

迫している。経費削減に努めているが、政府

も原油価格高騰に対して、少しでも価格安定

対策を実施してほしい。

＜観光ホテル＞ 暖房、給湯用の燃料費の上

昇が著しい。薪ストーブに変えて、昨年より

５百リットル節約したがそれでも燃料費が３

割増加している。

＜観光ホテル＞ ボイラーは重油を使用して

いるため、原油価格の動向を注視している。

またガソリン価格の高騰が続くと、マイカー

での外出控えなどで観光業は影響を受ける。

＜クリーニング業＞ 燃料費対策として重油

ボイラーからガスボイラーへの転換した（二

酸化炭素の排出ガス規制削減による国の補助

金も受けた）。

経営のポイント
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１．はじめに

２．緬羊飼育とジンギスカンの歴史的概要

３．産業連関表の概要

４．経済波及効果の求め方

５．ジンギスカンの経済波及効果と雇用効果

１．はじめに

最近、北海道新幹線や日本ハムファイターズの優勝など北海道経済に大きな影響を与える公共

プロジェクトやイベントが話題になっている。これらの出来事が生み出す経済波及効果について

も様々な試算が発表されている。これらの試算の基本手法はレオンチェフ（Leontief）によって

開発された産業連関分析である。

新しい施策を試みるとき、地域産業連関表のような数値データが整っていれば、この政策効果

を予算取りの段階からシミレーションすることができる。その結果を用いて効率的な予算配分を

行うことによって、多くの公共政策を効率的に運用でき、さらに最大政策効果をもたらすことが

できる５。

本稿では、この産業連関分析を用いて、近年首都圏でもブームになり大きく需要が伸びている

ジンギスカン料理とその関連産業の経済波及効果の分析を、北海道経済に焦点をあてて検討する。

ジンギスカン料理の主たる原材料となる羊肉は、主に、オーストラリアとニュージーランドか

らの輸入で占められており６、国内生産は総消費量の１％程度である。しかし、主たる材料がほ

＊本稿は「ジンギスカンの経済波及効果」『地域と経済』（札幌大学経済学部地域経済研究所）第４号２００７年３月pp．９９－
１０２．を加筆修正したものである。２．を飯田（智）、４．を加藤、１．３．５．を飯田、全体のチェックを岡村と飯田（隆）
で担当した。具体的には、基本モデルを岡村、推計のアルゴリズム・プログラムを加藤、最終需要の予測を飯田（隆）
がそれぞれ担当した。また、平成１９年度札幌大学研究助成（個人）の研究成果の一部である。データ収集に当たり、公
開資料やヒアリングがベースになっているが、アサヒビール園、ベル食品、Big House澄川店、コ－プ札幌澄川店、松
尾ジンギスカン、大金畜産、札幌グランドホテルサービス、ソラチ、東急ストア自衛隊前店のご協力を得た。ここに記
して感謝申し上げる。もちろん、全ての間違いは筆者に帰するものである。
１北海道教育大学教育学部 専任講師
２�日本青伸会
３広島大学経済学部 教授
４札幌大学経済学部 教授
５近年、地域産業連関表の作成にあたって行政サイドや委託された研究者がデータ収集の困難に直面することがある。
それは、産業の規制緩和による企業の吸収合併や本支店統合のあおりを受けて、ある産業ではその地域に１社しか企業
が存在しないことから、データ提供を拒否されることがしばしばあると聞く。また行政サイドにおいても、所轄が異な
り、公表のためのルールが確立されていないことが壁になって、データの収集が困難な場合もある。願わくば、政策効
果を見極めるために重要な連関表作成のためには、是非ともデータ提供の協力をお願いしたいものである。
６２００４年財務省貿易統計によれば、オーストラリア５５．８％、１５，８３５トン、ニュージーランド４３．８％、１２，４３５トンであっ
た。その他の０．４％はアイスランド約１１０トン、ノルウェー約１．７トンである。農林水産省食糧需給表http : //www.kanbou.
maff.go.jp/www/fbs/dat/2-1.xlsと東京ジンギスカン倶楽部http : //www.to-jin.com/tgc.htmlによれば、２００３年羊肉の消費量は
２．７万トンの内国内生産分は１％、牛１２４万トン国内生産分は４０％、豚２４２万トン国内生産分は５２％、鶏１２４万トン国内生
産分は６８％であった。この消費量を日本人一人当たりに直すと羊０．４㎏、牛８㎏、豚１５㎏、鶏１１㎏となる。羊の消費量
はオーストラリア１７．５㎏、イギリス６．４㎏であり、羊肉の生産量も消費量も他の肉類と比較しても極端に少ないことが
わかる。

寄稿

ジンギスカンの北海道経済に及ぼす効果
加藤 晃１ 飯田智子２ 岡村 誠３ 飯田隆雄４
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ぼ輸入で占められているにもかかわらず、北海道の重要な食文化の一翼を担っている。すくなく

とも、世界貿易の恩恵を受けて、私達の豊かな生活は維持されているという視点からみて、輸入

品が主体であっても、地域の食文化を担い、地域起こしに大いに役立っている良い事例と考えら

れる。すなわち、この経済効果の分析は輸入品が含まれる原材料であっても、地域起こしに大い

に役立てることを以下で明らかにしたい。

以下２．ではジンギスカンと呼ばれる羊料理を中心にして、日本における羊産業の歴史につい

て簡単にふりかえる。３．では、産業連関表について概説する。４．では、経済波及効果の求め

方を説明する。最後に５．では、北海道開発局が作成した地域産業連関表を用いて、最近のジン

ギスカンブームによって生み出された経済波及効果と北海道の雇用に与える効果を検討する。

２．緬羊飼育とジンギスカン料理の歴史的概要

２―１．明治以降の緬羊飼育の変遷

１８７３年徴兵令が制定されると、軍服などに使用する羊毛の供給が急務となった。一方、開拓使

顧問ホーレス・ケプロンは息子A.B.ケプロンに依頼しアメリカから牛・羊を買い付けた。このと

きエドウィン・ダンは、家畜の輸送と養牛法の指導のために来日することになった。１８７６年にダ

ンは牧羊場を札幌真駒内に建設したことが記録に残っている７。また、明治政府は殖産興業の一

つとして、毛織物の原料となる羊毛の国内自給をはかるために、１８７５年千葉県富里市十倉・七栄

に下総牧羊場を開設した。途中施設の統廃合や移転があり、１９１９年には三里塚の牧場事務所８と

なった。１９４９年ここで盛大な園遊会が開催され、このときジンギスカン料理が出された記録があ

る９。

１９１４年第一次世界大戦が勃発し、毛織物の原料の輸入が途絶えるようになった。イギリス政府

は英連邦に属するオーストラリアとニュージーランドの羊毛を国家管理に移し、軍需資源として

羊毛の輸出を禁止した。その結果日本の羊毛市場は甚大な影響を受けた１０。

そのような状況のなかで、１９１８年４月に種羊場官制が公布され、種羊場が全国５カ所、滝川、

友部、熊本、月寒、北条に開設された１１。同年には種緬羊貸付規則が公布施行１２され、１９１９年１月

に、政府は一市町村で５人以上の者が共同で緬羊を飼育することを奨励するため、緬羊飼育奨励

相対的に生産費の安い商品に特化して互いの国で生産し、貿易によってお互いに生産費が安い異なる商品を獲得するこ
とによって、お互いに豊になる理論的な裏付けである。Lipsey, Courant, Purvis and Steiner (1993), Macroeconomics 10th

ed, HarperCollins, p．７７５
７高倉新一郎編（１９６２）『エドウィン・ダン－日本における半世紀の回想－』エドウィン・ダン顕彰会 p．９。
８ここは現在の成田市三里塚御料牧場記念館となっている。
９成田なんでも百科 http : //nandemo.city.narita.chiba.jp/category/1-chiiki/1-8tohyama/1-8-77kihinkan.html
成田市広報課編（２００２）成田市ホームページ 広報「なりた」２００２年４月１５日号２０面「成田歴史玉手箱」http : //

www.city.narita.chiba.jp/DAT/LIB/WEB/1/p20_4.pdf
成田市広報課編（２００４）成田市ホームページ 広報「なりた」２００４年１月１５日号１２面「成田歴史玉手箱」http : //

www.city.narita.chiba.jp/DAT/LIB/WEB/1/p12_20.pdf
１０政治経済研究所編（１９６０）『日本羊毛工業史』東洋経済新報社 p．５４－５６、北村百年史編さん委員会編（２００４）『北村百
年史』北村役場 p．４４５－４４６。
１１近藤知彦（１９９６）「第１編 めん羊飼養の現状 第２章 日本におけるめん羊飼養の変遷」『めん羊・山羊技術ガイドブ
ック』�日本緬羊協会 p．８－９、北村百年史編さん委員会編（２００４）『北村百年史』北村役場 p．４５２。
１２政治経済研究所編（１９６０）『日本羊毛工業史』東京経済新報社 p．７４。
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規則を制定公布した１３。

１９３８年には、緬羊の改良、増殖を行うことにより軍需羊毛の自給、国際収支の改善、並びに農

村経済の安全向上を目的とした「羊毛生産力拡充大綱計画」が策定された１４。

第二次世界大戦後における衣料事情の悪化による羊毛需要の急増に対応して、法律で定められ

ていた国産羊毛の販売規制が撤廃され、自由に販売できるようになった。この結果、緬羊飼養が

急速に進展した。しかし、終戦時１８万頭であった緬羊も１９５７年の約９４万頭をピークに、飼養頭数

は急減した。２０００年には全国で約１万頭、そのうち北海道は４０％の約４千頭であった。この急減

の要因は、羊毛の輸入量の増加、化学繊維の発達などにより羊毛生産の魅力が薄れていったこと

にあった。そうしたなか、緬羊飼養の目的を羊毛生産から羊肉生産に切り替え、その方法として

肉用品種の輸入が検討された１５。

２－２．新聞・料理雑誌に見る「ジンギスカン」

力士の待遇向上など、相撲協会への改革要求１０ヶ条を求め、天龍、大ノ里ら３２名の力士が東京

大井町の春秋園に籠城した「春秋園事件」がある。１９３２年１月１０日発行の東京日日新聞１６には、

大井町支那料理店春秋園で「内庭天幕内で羊二頭を屠つて成吉思汗料理に舌鼓みを打ち」という

「春秋園事件」に関する記事がある。また、１９３３年４月９日付読売新聞１７には、荒木貞夫陸軍大臣

は陸軍遠乗會に参加、「『成吉思汗料理』に舌づゝみを打った」とある。

１９３７年２月発行『料理の友』の吉田誠一著「成吉思汗鍋料理」の記事によると、「この珍しい

料理が五、六年前までは食通の人々に賞味されていた」「昨今では家庭でスキ焼の代わりに座敷で

賞味されるようになり」とあり、鍋についても「鍋が特殊のものにて支那より取寄せなければ間

に合わず」「最も手軽な鍋を七輪、電熱、瓦斯其他火鉢でも使用出来得るように完成して本社代理

部で販売することに致しました」とある。また「料理法も緬羊のみに留めず、如何なる地方でも

出来得る様に研究」とし、「緬羊成吉思汗焼（ 羊肉）、牛肉成吉思汗焼（ 牛肉）、豚肉成吉思

汗焼（猪肉の炙り物）、鶏肉成吉思汗焼（鳥肉の炙り物）、鴨肉成吉思汗焼（鴨肉の炙り物）、臓

腑成吉思汗焼（鶏肝の炙り物）、鯨肉成吉思汗焼（鯨のスペシャル焼）」をとりあげ、緬羊成吉思

汗焼、牛肉成吉思汗焼の料理方法を紹介したうえで、「豚肉、鶏肉、鴨肉、鯨を牛肉と同じ方法

で」としている。

緬羊成吉思汗鍋の料理方法としては、「緬羊肉は内地産の上等品を求め」切った肉は「２０分

間」タレに浸し、「焼きながら汁をつけて頂きます」とある。タレの材料は「酒、醤油、サラダ
うるきゅう

油、生姜、葱、茴香」、付け汁の材料は「スープ、蝦油、紹興酒、醤油、酢、胡麻油、柚子の搾

１３北村百年史編さん委員会編（２００４）『北村百年史』北村役場 p．４５２。
１４国立公文書館アジア歴史資料センター編（１９３８）羊毛生産力拡充大綱計画 昭和１３年９月「第一羊毛増産方針」『雑
種』第５巻 国立公文書館 アジア歴史資料センター。
１５近藤知彦（１９９６）「第１編 めん羊飼養の現状 第２章 日本におけるめん羊飼養の変遷」『めん羊・山羊技術ガイドブ
ック』�日本緬羊協会 p．１５－１７。
１６東京日日新聞（１９３２）「西方丗二力士要求貫徹まで籠城」１９３２年１月７日７面。「西方力士脱退」１９３２年１月１０日１１面。
１７読売新聞（１９３３）「春風に勇む陸軍遠乗會」１９３３年４月９日朝刊７面。
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シャンツァイ にんにく ちん ぴ

り汁、レモン汁、香菜、葱、生姜、大蒜、柚子の皮、陳皮等」とし、薬味として「食塩、胡椒、
にんにく

七色唐辛子、葱、生姜、蒜子、柚子等の微塵切り」としている１８。

１９４７年１月号『栄養と料理』（第１３巻第１号）「北京食べ歩記その１」野口義惠「北京の味」で

は、北京街に「夜風が冷たくあたり出すとそろそろ成吉思汗鍋がはじまる」と記している。１９４８

年１０月号（第１４巻第１０号）の勝又温子「重陽節と北平料理」には「 肉（羊、牛等のヂンギスカ

ン料理）」という記述がある。同年１１月号（第１４巻第１１号）大島はま子「支那料理回々料理」で

は羊肉料理を紹介している。そのなかに、「 肉肉（直火焼）成吉思汗料理」がある。料理法と

して「にんにくはおろし金でおろし、酒、醤油、塩辛汁にて付汁を作り羊肉を付汁に漬け、直火

に金網を載せ金網に油を少し引いて羊肉を焼きます。」とある１９。

２－３．ジンギスカン料理

ジンギスカンは、旧満州に渡った日本人が中国料理の 羊肉、鍋羊肉をヒントに考えたもの

で、大陸帰りの軍人や畜産関係者が日本国内に伝えたと言われている。また、“ジンギスカン”

という名の由来については諸説あるが、後に満州国初代総務長官になる満鉄地方課員の駒井徳

三２０により付けられたものだとも言われている２１。

羊の肉にはラムとマトンがある。ラムは生後１年未満、マトンは生後１年以上の羊の肉であ

る。マトンのうち１年以上２年未満のものをホゲットという。また、ジンギスカンでは、１９５５年

前後に食用羊肉の輸入が本格化されるようになり、冷凍された枝肉を無駄なく使うために、解体

したうえで丸く詰め、再び急速冷凍してスライスしたロール（ラムロール、マトンロール）肉も

流通するようになった。

北海道では、ジンギスカンは、肉をタレに漬け込み焼く“味付け”と、肉を焼いてからタレに

付けて食べる“後付け”という二種類の食べ方がある。“味付け”は主に滝川方面２２などはじめ空

知管内から道北にかけて普及している。“後付け”は函館や釧路方面で食べられている。札幌、帯

広では“味付け”“後付け”の両方の食べ方が行われている。

タレは肉の臭みをとるためや肉を柔らかくするための工夫などがされ、主にリンゴ、玉葱のす

りおろしを入れているところが多い。

また、北海道の他にも、岩手県の遠野市、千葉県成田市、長野県信州新町、高知県高知市など

１８吉田誠一（１９３７）「成吉思汗鍋料理」『料理の友』料理の友社 p．１６－２１。
１９なお原本はデジタル資料として、女子栄養大学図書館ホームページ『栄養と料理デジタルアーカイブス』http : //libsv
2.eiyo.ac.jp/eiyotoryori/を参照した。
２０駒井徳三は、東北帝国大学農科大学（旧札幌農学校）卒業。満州国初代総務長官を務めた。
２１ジンギスカンの名の由来などについては、高石啓一（２００４）「「ジンギスカン」料理伝Ⅰ、Ⅱ、Ⅲ」『シープジャパン』
No．５０、５１、５２。高石啓一、白井重有（２００５）「滝川ジンギスカン物語」ジンギスカン王国滝川うメェー実行委員会。
尽波満洲男『現場主義のジンパ学』http : //www.geocities.co.jp/CollegeLife-Circle/2248/jinpa12.html、は元来北海道大学文
学部同窓会ホームページhttp : //www.e-yubun.jp/index.htmlに掲載されてる現在進行形の講義である。ジンギスカンやジ
ンパ（ジンギスカンパーティー）について多くのいわれや歴史的問題点などが多数掲載されている。２００７年３月９日現
在上記アドレスで検索できた。
佐々木道雄（２００４）『焼肉の文化史』明石書店などが詳細に取り上げている。
２２味付けジンギスカンは滝川市に本社を置く松尾ジンギスカンが有名である。
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政 治 事 件 西暦 事 柄

田沼意次老中に就任
「明治」と改元

徴兵令制定

日英同盟発効
第一次世界大戦勃発

日英同盟終了

日中戦争始まる

第二次世界大戦始まる
日中戦争・第二次世界大戦終結

１７７２
１８６８
１８７３
１８７５
１８７６
１９０２
１９１４
１９１８
１９１９
１９２３
１９３２
１９３３
１９３７
１９３８
１９３９
１９４５
１９４７

１９４８

１９５７
１９６７
２０００

平賀源内、緬羊を飼育させ羅紗の試織に成功。「国倫織」と名付ける。

軍用防寒着として緬羊の需要が高まる
下総牧羊場開設（千葉県富里市十倉・七栄）
エドウィン・ダン、牧羊場を今の札幌市真駒内に建設着手

毛織物原料輸入途絶える
種羊場（滝川、友部、熊本、月寒、北条）官制公布
緬羊飼育奨励規制を制定公布

１月、春秋園事件（立てこもり力士が成吉思汗料理を食す）
荒木貞夫陸軍大臣陸軍遠乗会で成吉思汗料理を食す
吉田誠一「成吉思汗鍋料理」を『料理の友』に発表
「羊毛生産力拡充大綱計画」発表

１月号、野口義恵、成吉思汗料鍋について「北京の味」で紹介『栄養と
料理』
１０月号、勝又温子、 肉を「重陽節と北京料理」で紹介『栄養と料理』
１１月号、大島はま子、 肉を「支那料理回々料理」で紹介『栄養と料
理』
国内の緬羊飼育数約９４万頭（最盛期であった）
産肉性が優れているサフォーク種の本格的輸入始まる
国内緬羊飼育約１万頭（北海道は約４千頭）

緬羊・ジンギスカン歴史年表

でもジンギスカンが普及している。

３．産業連関表の概要

以下に紹介する産業連関表関係の説明の詳細は、総務省政策統括官（統計基準担当）のホーム

ページ２３に紹介されている。ここではその概要を説明する。

３－１．産業連関表について

日常生活に必要な各種の消費財や企業設備の投資・拡充に使用される資本財は、農林水産業、

製造業、サービス業など多くの産業によって生産されている。これらの産業はそれぞれ単独に存

在するものではなく、原材料、燃料、製品（商品）等の取引を通じて互いに密接に結びついてい

る。

例えば、最近急速に生産が増大している液晶テレビでは、商品を生産するために、プラスチッ

ク、ガラス、半導体、電気コード、ネジなど多くの製品が原材料として必要である。これらの多

種類で大量の材料を得るために、さまざまな産業から原材料を中間財として購入したり、海外か

ら輸入したりする。さらに、これらの原材料や出来上がった製品を運ぶ輸送機関も必要である。

２３ここでは総務省政策統括官（統計基準担当）ホームページhttp : //www.stat.go.jp/data/io/about.htmの解説を利用した。詳
しくはこのホームページを参照されたい。
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このように液晶テレビメーカーは、直接・間接にさまざまな産業と取引関係を持っており、液

晶テレビの需要が増加すると、次々と関連する各産業の需要も増加することになる。反対に、需

要が減少すると関連する各産業の需要も減ることになる。つまり、各産業間の密接な取引関係の

中で、ある産業の需要の増減は、その産業の需要の直接的な増減にとどまらず、各関連産業に間

接的（波及的）な影響を与えることになる。

また、各産業の生産活動は、各産業で働く従業者の賃金にも影響を与え、消費者でもある従業

者の賃金から新たな需要が生み出される。このように経済活動は、孤立したものではなく、産業

相互間、あるいは産業と家計などの間で密接な関係を持ち、互いに影響を及ぼし合っている。こ

のような経済取引のあり方を特定の１年間について一覧表にしたものが「産業連関表」である。

３－２．産業連関表作成の経緯

「産業連関表」は、１９３６年ロシア出身のアメリカの経済学者ワシリー・レオンチェフ博士によ

って考案され、その功績により彼は１９７３年にノーベル経済学賞を受賞した。

わが国における産業連関表は、経済審議庁（現内閣府）と通商産業省（現経済産業省）がそれ

ぞれ独自に試算表として作成した昭和２６年を対象年次とするものが最初である。その後、昭和３０

年表から、行政管理庁（現総務省）を中心に、経済企画庁（現内閣府）、農林省（現農林水産

省）、通商産業省及び建設省（現国土交通省）の５省庁と集計・製表を担当する総理府統計局

（現総務省統計局）を加えた６省庁により、本格的な共同の作成作業が開始された。昭和３５年表

の際、総理府統計局が担当していた機械による集計・製表を通商産業省が受け持つことになっ

た。この時運輸省（現国土交通省）及び労働省（現厚生労働省）が新たに加わった。昭和５０年表

からは、大蔵省（現財務省）、文部省（現文部科学省）、厚生省（現厚生労働省）及び郵政省（現

総務省）の４省が新たに参加し、１１省庁による共同作業として行われてきた。平成１３年１月の省

庁再編（環境省が新たに参加）を経て、現在は１０府省庁（庁は金融庁）による共同作業として継

続されている。

現在、わが国では、上述した１０府省庁の共同作業による産業連関表（基本表、全国表と呼ばれ

る）のほか、簡易推計による延長表（経済産業省が毎年作成）、地域間産業連関表（全国表を分

割し、経済産業局ごとに５年おきに作成）、都道府県表（おおむね５年おきに作成）、国際産業連

関表（日本と諸外国の表を連結。経済産業省やアジア経済研究所が作成）など、それぞれの目的

に応じた多くの産業連関表が作成されている２４。

３－３．産業連関表の構成

北海道開発局が作成した「平成１２年北海道産業連関表２５」に基づいて、産業連関表の構成を簡

単に紹介する。

２４総務省統計局・政策統括官（統計基準担当）・統計研修所「統計の概要」を参照。http : //www.stat.go.jp/data/io/t_
gaiyou.htm
２５ここでは北海道開発局（２００４）『平成１２年北海道産業連関表 ３３部門北海道産業連関表及び各種係数表』http : //www.
hkd.mlit.go.jp/topics/toukei/renkanhyo/h12_table/33bumon.xlsを利用した。
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①中間需要 １４３，９２３

１４３，９２３

②最終需要 ２９２，９２８
消費 １７９，２３２
家計外消費支出 ６，５０５
民間消費支出 １２１，８９５
一般消費支出 ５０，８３２
投資 ５２，４００
道内総固定資本形成 ５２，０２４
在庫純増 ３７５
輸移出 ６１，２９６

③（控除）
輸移入
８９，１０１

道内生産額
（①＋②－③）

３４７，７５０

�イ 粗付加価値 ２０３，８２７
家計外消費支出 ６，５０５
雇用者所得 １１１，７３９
営業余剰 ３７，４８６
資本減耗引当 ３５，１１６
間接税（除関税） １６，４５６
（控除）経常補助金 ▲３４７５

道内生産額（�ア＋�イ）３４７，７５０

平成１２年北海道産業連関表（概念図）
� 総需要額 ４３６，８５１ � （単位億円）�

総
供
給
額

４３６，８５１

�
�ア
中
間
投
入

輸移入 ８９，１０１

（１）タテ方向

まず、表をタテの列方向にみると、表頭の各産業がその製品を生産するのに要した費用の構成

（投入：Input）、つまり、生産のために原材料をどこからどれだけ買ったか（いくら支払った

か）が分かる。さらに、企業の利潤等、発生した価値はいくらかが分かる。このうち、生産のた

めに使用した原材料のことを「中間投入」（図の�ア）、生産活動によって生み出された価値、すな
わち、生産活動に伴って支払われた賃金（雇用者所得）や企業の利潤（営業余剰）などのことを

「粗付加価値」（図の�イ）という。
（２）ヨコ方向

表をヨコの行方向にみると、表側の各産業が生産した商品の販路の構成（産出：Output）が分

かる。つまり、生産物をどの産業にどれだけ販売したかを示している。このうち、各産業へ原材

料として販売される分を「中間需要」（図の①）、家計や政府によって消費されたり、企業などの

投資や外国の需要に応じて輸出したりする分を「最終需要」（図の②）という。

（３）表全体

産業連関表を全体的にみると、粗付加価値部門（図の�イ）と最終需要部門（図の②）を「外生
部門」といい、中間投入部門及び中間需要部門（図の①）を「内生部門」という。また、タテの

列方向からみた投入額の計（国内生産額）とヨコの行方向からみた産出額の計（国内生産額）と

は、すべての部門について相互に一致しており、この点が産業連関表の大きな特徴となってい

る。

以上の関係をまとめると次のように書ける。

産出

投
入
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［各行、各列の部門ごとに成立］

１．総需要額＝総供給額

２．国内生産額＝中間投入額＋粗付加価値額

＝中間需要額＋最終需要額－輸入額

［部門の合計額についてのみ成立］

３．粗付加価値額合計＝国内生産額合計－中間投入額合計

＝最終需要額合計－輸入額合計

４．最終需要額合計＝国内生産額合計＋輸入額合計－中間需要額合計

＝粗付加価値額合計＋輸入額合計

４．経済波及効果の求め方

経済波及効果（ripple effects on the economy）を求めるにはいくつかの方法があるが、本稿で

は、標準的な方法である産業連関分析を使って経済波及効果を求める。

具体的に、ジンギスカンの波及効果を求めるために「特定需要の波及効果分析」２６という手法

を用いる。地域経済に及ぼす効果を求めるために「地域産業連関分析」２７を用いる。

地域産業連関分析の特定需要の波及効果分析という手法を用いて、ジンギスカンの北海道経済

に及ぼす経済波及効果を求める。特定需要（例えば、特定消費）が、地域の各産業の生産活動や

分配の変化を最終的にどれくらい誘発するか、地域産業連関表を用いて、その生産誘発額、付加

価値誘発額、雇用者所得誘発額等として具体的に求める。

最初に、特定需要が、生産と分配の変化をどれくらい誘発するか（直接波及効果）求める。次

に、分配の変化に伴って生じる消費の変化が、生産と分配をどれ位変化させるか（間接波及効

果）を求める。その後これら二つを加えて、総合波及効果を求める。

４－１．直接波及効果

４－１－１．最終需要増加額

まず、「最終需要の予測」２８と呼ばれる手続きを行う。特定需要（ここでは、ジンギスカン消

費）から生じる北海道地域２９の各産業への最終需要の（変化を）予測する。具体的には、ジンギ

スカン消費の費目から作成した地域への品目別内訳を、地域の各産業への最終需要の変化��と

考え、その波及効果を分析する。なお、品目別内訳を合計し総額を求めた（図１）。３０

２６宮沢健一『日経文庫５０８ 産業連関分析入門（３刷）』日本経済新聞社、１９９８、p．１０１。
２７例えば、土居、中野、浅利編著『はじめよう 地域産業連関分析』日本評論社、１９９６。
２８宮沢健一 前掲書、p.p．１２３～１２４。
２９以下、地域と呼ぶ。
３０また、以下で、地域産業連関表（生産者価格表示）を利用できるよう、あらかじめ、購入者価格表示を生産者価格表
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４－１－２．生産誘発額

次に、最終需要の変化��が、地域の各産業の生産の変化���を究極的にどれくらい誘発する

か、産業別に道内の自給率を求め、地域産業連関表の逆行列係数表を利用して、産業ごとに波及

倍率を推計し、その生産誘発額として求める。その際、各産業の生産誘発額を合計し全産業の生

産誘発額を求め（図２）、各産業の波及倍率を平均し全産業の波及倍率を求めた（図３）。３１

４－１－３．雇用者所得誘発額

生産の変化���が、地域の各産業の分配の変化、中でも雇用者所得の変化���をどれくらい誘

発するか、産業別に雇用者所得率を求め、その雇用者所得誘発額を計算した。各産業の雇用者所

得誘発額を合計し全産業の雇用者所得誘発額を求めた（図２）。

４－２．間接波及効果

分配の変化に伴って引き起こされる消費の変化が、その地域の各産業の生産と分配の変化をど

の程度誘発するか求める。

① まず、分配の変化���が、地域の各産業への最終消費の変化���をどれくらい誘発するか求

める。

簡単化のため、分配と最終消費の総額の関係を求め、これを使う３２。まず、各産業の分配の変

化���（雇用者所得誘発額として求まっている）の総額を求める。前述の関係を使って、分配の

変化���の総額が、最終消費の変化の���総額をどれくらい誘発するか求めることができる。こ

こで、総額を産業ごとに按分する比を求め、按分する３３。これを地域の各産業への最終消費の変

化���と考える。

② 次に、最終消費の変化���が、次の生産の変化���を、最終的にどれくらい誘発するかを生

産誘発額として求める。最終消費は最終需要であるから求め方は同じである。

③ 最後に、生産の変化���が、次の分配の変化、つまり、雇用者所得の変化���をどのくらい

誘発するか、求めた雇用者所得率を使って、雇用者所得誘発額を求める。

次に、地域の各産業への最終需要の変化��が、地域の各産業の生産の変化���を究極的にど

れくらい誘発するか、産業別に自給率を求めた上で、地域産業連関表の逆行列係数表を用いて、

産業ごとに波及倍率を推計し、地域における各産業の生産誘発額を求める。なお、各産業の生産

誘発額を合計し全産業の生産誘発額の総額を求める（図１、図２）。また、各産業の波及倍率を

平均し全産業の波及倍率３４を求めた（図３）。

示に直した。変換に当たっては、総務省統計局『平成１２年産業連関表－計数編－』２００４年６月の産業ごとの商業マージ
ン率・運賃率を利用した。利用に当たっては部門分割、部門統合に注意を払った。
３１推計に当たっては、北海道開発局（２００４）『平成１２年北海道産業連関表 ３３部門北海道産業連関表及び各種係数表』を
利用した。
３２なお、変化の関係は限界消費性向、値の関係は平均消費性向と呼ばれる。
平均消費性向は限界消費性向よりも大きいので、値の関係を使うと、の総額は大きくなる。
３３これを消費コンバーターと呼ぶ。
３４推計に当たっては、北海道開発局（２００４）『平成１２年北海道産業連関表 ３３部門北海道産業連関表及び各種係数表』を
用いた。
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４－２－１．生産誘発額

地域における各産業の生産の変化はすべて書

き出すと次のようになる。���、���、���

…。この集計額が生産誘発額である（図２）。

また、波及倍率は���を除いた��の乗数を求

め各産業の乗数を平均し全産業の乗数を求めた

ものである（図３）。

４－２－２．雇用者所得誘発額

地域における各産業の分配の変化をすべて書

き出すと次のようになる。���、���、���…。

この集計額が雇用誘発額である（図１）。

４－２－３．総合波及効果

直接波及効果と間接波及効果の和が総合波及

効果である。

４－２－４．生産誘発額

直接波及効果と間接波及効果の生産誘発額の

和が総合波及効果の生産誘発額となる（図

３）。また、波及倍率は��の乗数を求め各産業

の乗数を平均し全産業の乗数を求めたものであ

る。

４－２－５．雇用者所得誘発額

直接波及効果と間接波及効果の雇用者所得誘

発額の和は、総合波及効果の雇用者所得誘発額

となる（図３）。

波及効果の求め方は前頁の図１のようにな

る。

５．ジンギスカンの経済波及効果と雇用効果

３．で解説した北海道開発局が作成した「平

成１２年北海道産業連関表」に基づいて、ジンギ

スカンの経済波及効果と雇用効果を求め、ジン

ギスカンによる「まちおこし」の可能性を探

る。ここで求める経済効果などの推計はかなり

大まかな数値データに基づいている。精緻なデ

ータを収集することは今後の課題である。

図１ 波及効果の求め方
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５－１．実データ収集の問題点

推計をするために必要なデータについて、

以下のような問題を検討した。協力いただい

た複数のレストランの金額ベース材料費割合

の項目別に話を進めることにする。

① 羊肉のデータ

ジンギスカン料理で約６６％の金額ベース消

費割合を占めるジンギスカン用羊肉のデータ

の確定は大きな問題である。まず、国内の羊

肉生産量は全体の消費量からすれば無視でき

るほどごくわずかであり、高価なため、ほと

んどが高級フランス料理の食材として出荷さ

れている。しかし、近年のジンギスカンブー

ムでジンギスカン用に消費される量も多くな

ってきた。しかしこれを区分したデータはほ

とんど入手不可能であった。また、輸入羊肉

のデータは通関データから捕捉が可能であっ

たが、通常の料理用に加えてプレスハムの原

料としても利用されている。しかし、専門業

者などのヒアリングからジンギスカン用に利

用されるデータは大まかに把握することがで

きた。また、北海道内の消費量も大まかなデ

ータの把握は可能であったが、既存の焼肉店

で利用される焼き肉用との区別は出来なかっ

た。また、本州から移入される数量がどれほ

どなのかを把握することも出来なかった。

② 野菜のデータ

野菜は材料費金額ベースでジンギスカンの

約２０％を占める。種類も豊富であり、季節

と、産地によって価格に大きな差が生じる。

また、店や家庭によっていろいろな種類の野

菜を使用するので産地や種類を確定してデー

タを収集することは出来なかった。

図２

図３
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③ タレのデータ

タレは金額ベースで１４％を占める材料であり、多くはメーカー製のタレを利用して羊肉を漬け

込みそれを焼く「味付け」、または、焼いた後にタレに付ける「後付け」の２種類がある。ま

た、レストランや家庭など、またジンギスカン用の羊肉を扱う精肉店もオリジナルのタレを作っ

ている。これらの部分までは把握できなかったが、少なくともオリジナルなタレを作るところで

も、ベースにメーカー製のタレを利用すれば、その部分はカバーされていると考えることが出来

る。複数の道内タレメーカーの協力によって、比較的正確な時系列データ作成することが出来

た。

④ 飲み物のデータ

ここではビール、ワイン、ウーロン茶やジュース類、アイスクリームのデータはそろえること

が出来たが、日本酒、焼酎、ウイスキー、上記以外のベバレッジのデータは入手していない。従

って、ジンギスカンを食するときの飲み物比率には精度に欠ける部分がある。

しかし、材料費と比較して７６％、売り上げと比較して１２．８％あり、消費者の約半分は何らかの

飲み物を注文し、一回の平均注文金額は４００円強である。これはジンギスカンの平均客単価の

１，８００円、材料費客単価の３００円に比べても大きな出費である。

⑤ ご飯、味噌汁、漬け物等のデータ

レストランやジンギスカン店で、ご飯、味噌汁、漬け物等を食することは普通にあり得るが、

今回はデータの入手が出来なかった。

ジンギスカンパーティーをするとき、家庭ではご飯、味噌汁、漬け物などはごく一般的に食さ

れる物と考えられるので、漬け物はスーパーマーケットの同一製品の単価を調査した。しかし、

今回は業務用のデータが入手できないことから、この項目自体を考慮の対象とはしなかった。

⑥ 人件費、営業費、利益

ジンギスカン屋やレストラン、ビール園などで出されるジンギスカン食に関わる人件費、営業

費、利益などは協力していただいたレストランの平均値を基準に全体のデータを推計した。

⑦ 家庭用の材料費

家庭用の材料費については、スーパーマーケットで買い物をするという前提に立ち、業務用材

料と同じ野菜や肉などを使用することとし、実際の小売価格を調べた。具体的には、２００７年１２月

１７日における札幌市内の異なったスーパーで、野菜については店内で一番安い道内産野菜の価

格、羊肉に関してはオーストラリア産生ラムの値段、タレはベル食品やソラチの販売価格を調べ

た。これらの値段から、材料の平均単価を算出し、業務用の構成比率に従って、一人分の材料費

を推計した。
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５－２．産業連関表に投入するデータの推計方法

レストランからのデータでは５－１．の①②③④の消費割合は５年間、大きな変動もなく安定

している。

そこで、協力レストランの売り上げデータを過去５年間に渡って調べた。項目は、消費量と消

費額について、道内産野菜、本州産野菜、羊肉、タレ、飲み物（ビール、ワイン、アイスクリー

ム）、人件費、営業費、利益のデータである。

ジンギスカンに使用される羊肉の全体量など必要とされるデータがそろえられなかったので、

比較的精度の高いタレの時系列データから経済効果などを推計するデータを求めることにした。

具体的には、

① 複数の協力レストランの道内産野菜、本州産野菜、羊肉、タレ、飲み物（ビール、ワイ

ン、アイスクリーム）、人件費、営業費、利益、のデータから、全体の構成比率を算出す

る。

タレを基準に算出した倍率は道内産野菜１．１４倍、本州産野菜０．３３倍、羊肉４．６９倍であった。

次に、野菜、肉、タレの合計を材料費とし、この材料費を基準に、材料費１倍、飲み物

０．７６倍、人件費２．１２倍、営業費１．４９倍、利益１．３６倍、と算出した。

② 複数のタレメーカーから提供された業務用、家庭用のタレの出荷量と出荷価格の時系列

データを加工して、ヒアリングを通してタレの出荷額から伸び率と、このマーケットの

大きさがどのくらいあるのかを推計する。

過去５年間のデータに基づいて、業務用のタレの伸び率は２１．７％、家庭用のタレの伸び

率は１５．１％とした。

③ ２００５年を基準にタレの伸び率だけ、全体のマーケットが広がっていくと仮定した。

さらに、タレメーカーのマーケットシェアを考慮して、②のようにマーケットが拡大し

ていくとしたときの業務用と家庭用の、野菜、肉、タレといった材料費の増加額を推計

した。

業務用の道内産野菜１２８、本州産野菜３７、肉５３０、タレ１１３と家庭用の、道内産野菜４８、

肉１５３、タレ９７と推計した。単位は百万円である。

④ 業務用については材料費の合計額増分を基準に、飲み物売り上げ、人件費、営業費、利

益などの増加分を算出した。

家庭用については飲み物代金の増加額をレストランの平均支出額２１５．３円を基準に算出

した。

⑤ 経済波及効果を推計するために増分として入力するデータの項目は、耕種農業、と畜・

肉・酪農品、その他の食料品、サービス業である。
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耕種農業＝１７７（業務用：道内産野菜、家庭用道内産野菜）、

と畜・肉・酪農品＝６８３（業務用：羊肉、家庭用：羊肉）

その他の食料品＝１，１９１（業務用：本州産野菜、飲み物、家庭用：飲み物）

サービス業＝４，８４４（業務用：人件費、営業費、利益）

単位は百万円である。

５－３．経済波及効果と雇用効果の推計結果３５

今回は、後付け味のタレを中心に、市場の大きさを推計し、大まかな経済効果の推計を試み

た。具体的には、４－１．４－２．を前提に、２００５年を基準に算出した最終支出増加分を６８億

９，５００万円とすれば、

① 生産誘発額の総合波及効果は９８億５００万円、波及倍率（＝生産誘発額／最終支出増加分）

１．４２、となった。

② 直接波及効果は生産誘発額７７億１，７００万円、波及倍率１．１２、中間消費誘発額３３億６，０００万円、

粗付加価値誘発額４３億５，７００万円、雇用者所得誘発額２２億３，１００万円。

③ 間接波及効果は生産誘発額２０億８，８００万円、波及倍率０．３０、中間消費誘発額７６４百万円、粗付

加価値誘発額１３億２，４００万円、雇用者所得誘発額６億２，６００万円。

④ 雇用誘発効果３６は、１，１８８人である。

上記の結果から、多くの人達が利用する食の文化を基礎にした「まちおこし」が大きな効果を

持つ一例として、ジンギスカンを考えることができる。

推計結果から、ジンギスカンの業務用、家庭用の平均消費量が約１８％増加すると、約千人の人

達が新たに雇用され、５６３万人の道民一人一人が１，７４２円ずつ今までより多くの収入を得られるこ

とが分かる。また、これを実現させるためには、ジンギスカンを年間５回食べる消費者なら、も

う一回多くジンギスカンを食べれば、この経済効果や雇用効果が現実のものとなる。道内の人達

がよりジンギスカンの消費量を増やすと、他の食事（例えば、寿司や、スープカレー、ラーメン

など）の消費量は減るので、この減少分を考慮しなくてはならない。本稿ではこれらの減少分を

考慮していない。従って、この部分を、北海道外から求める事になる。例えば、北海道への観光

客誘致も大切な施策となる。

また、ジンギスカンは材料が羊肉・野菜・タレから成る料理であるが、ラムやマトンは主にオ

３５推計に当たっては、旭川市の許可を得て、以下のプログラムを参照した。旭川市企画部政策調整課編（２００１）『平成７
年旭川市産業連関表』２００１年３月、旭川市（２００２）『動物園が地域経済に及ぼす影響』２００２年３月、これらのプログラム
の特徴は、収束計算をしている、限界消費性向を使っている、などである。ここでは、限界消費性向の代わりに平均消
費性向を求め、収束計算を行った。従って、推計はその分過大推計となっている。平均消費性向を求めるに当たって
は、平成１２年から平成１６年の「第２表 都市階級・地方別１世帯当たり年平均１か月間の収入と支出（勤労者世帯）北
海道」『家計調査年報』の消費支出と可処分所得を用いた。
３６雇用誘発効果の推計方法は、北海道の推計方法（雇用係数＝就業者数÷生産額、雇用誘発額＝雇用係数×生産誘発
額）を用いた。北海道総合企画部経済調査課（２００２）『道内支庁別産業連関表 作成に係わる報告書』２００２年５月、
p．２９。就業者数は、日本標準産業分類を産業連関表の部門分割に対応させ、道総合企画部『道民経済計算年報』の平成
１２年度就業者数を用い、生産額は、北海道開発局（２００４）『平成１２年北海道産業連関表 ３３部門北海道産業連関表及び各
種係数表』を用いた。
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ーストラリアやニュージーランドからの輸入品であり、野菜やタレは道内生産物である。もちろ

ん付随するビールなどの飲み物も多くは道内生産物である。北海道にとっては、国際貿易の恩恵

を受けながら、食文化を守り、これを盛り立てることによって、道内産品の拡大と同時に経済効

果や雇用効果が生じることを明らかにできた。すなわち、ジンギスカンは地域起こしのできる北

海道ならではの「食べ物」と位置づけることができるのではないだろうか。

なお、波及の仕組み、波及効果のまとめのシート、産業別誘発効果を生産誘発額、中間消費誘

発額、粗付加価値誘発額、雇用者所得誘発額、雇用誘発効果のシートを２２ページの図２、図３に

まとめた。
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年月

鉱工業指数
生産指数 出荷指数 在庫指数

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国
１７年＝１００
季調値

前 年 同
月比（％）

１７年＝１００
季調値

前 年 同
月比（％）

１７年＝１００
季調値

前 年 同
月比（％）

１７年＝１００
季調値

前 年 同
月比（％）

１７年＝１００
季調値

前 年 同
月比（％）

１７年＝１００
季調値

前 年 同
月比（％）

１６年度 １０１．０ ０．１ ９９．１ ３．９ ９９．５ ０．１ ９８．８ ３．６ ９７．５ △１．６ ９４．６ ２．９
１７年度 １００．９ △０．１ １００．７ １．６ １００．４ ０．９ １０１．０ ２．２ ９５．６ △１．９ ９７．０ ２．５
１８年度 １０３．９ ３．０ １０５．３ ４．６ １０４．７ ４．３ １０５．３ ４．３ １０４．４ ９．２ ９８．６ １．６
１９年度 １０４．５ ０．６ １０８．０ ２．６ １０４．４ △０．３ １０８．６ ３．１ １０１．８ △２．５ １００．７ ２．１

１９年４～６月 １０３．９ １．０ １０６．４ ２．３ １０３．５ △２．０ １０７．０ ２．５ ９７．７ △５．６ １０３．１ １．０
７～９月 １０３．１ ０．０ １０８．２ ２．６ １０２．１ △１．１ １０８．４ ２．８ １００．９ △３．８ １０４．２ ２．４
１０～１２月 １０３．１ △０．５ １０９．２ ３．３ １０３．０ △１．１ １０９．９ ４．４ １０３．１ △２．５ １０５．５ １．３

２０年１～３月 １０７．７ ２．２ １０８．４ ２．３ １０８．７ ３．０ １０９．４ ３．１ １０３．９ ０．１ １０５．５ ２．１
４～６月 p１０５．４ １．４ p１０７．６ １．１ p１０７．６ ４．０ p１０８．４ １．２ p９９．９ ２．３ p１０６．０ ２．８

１９年 ６月 １０３．３ △１．０ １０６．９ １．３ １０１．６ △７．４ １０７．６ ２．１ ９７．７ △５．６ １０３．１ １．０
７月 １０３．３ １．２ １０７．０ ３．１ １００．７ △２．８ １０６．８ ２．９ ９８．１ △５．６ １０３．６ １．８
８月 １０３．１ ０．２ １０９．７ ４．６ １０２．６ △０．１ １１０．１ ４．７ ９８．９ △５．３ １０３．７ ２．１
９月 １０２．８ △１．３ １０７．９ ０．２ １０３．０ △０．５ １０８．４ １．０ １００．９ △３．８ １０４．２ ２．４
１０月 １０２．７ ０．０ １１０．０ ５．３ １０２．９ ０．２ １１０．１ ６．３ １０１．８ △２．６ １０４．９ １．８
１１月 １０３．５ １．０ １０８．４ ３．２ １０２．６ △０．６ １０９．１ ３．５ １０３．４ △０．５ １０５．８ ２．７
１２月 １０３．２ △２．６ １０９．１ １．５ １０３．５ △２．５ １１０．６ ３．３ １０３．１ △２．５ １０５．５ １．３

２０年 １月 １０９．１ ３．３ １０８．５ ２．９ １０８．８ ４．０ １１０．０ ３．９ １０５．４ △２．７ １０５．３ １．９
２月 １０９．１ ５．０ １１０．２ ５．１ １１１．９ ８．０ １１１．３ ５．８ １０３．０ △２．４ １０５．４ ２．３
３月 １０５．０ △１．２ １０６．５ △０．７ １０５．５ △２．２ １０７．０ ０．１ １０３．９ ０．１ １０５．５ ２．１
４月 １０４．７ ０．７ １０６．３ １．９ １０７．０ １．５ １０８．０ ２．８ ９９．４ △２．７ １０４．２ １．０
５月 r１０５．２ ０．６ r１０９．３ １．１ r１０６．３ ２．８ r１１０．２ １．７ r ９９．２ △０．６ r１０４．７ １．５
６月 p１０６．２ ２．９ p１０７．１ ０．２ p１０９．５ ７．８ p１０６．９ △０．６ p９９．９ ２．３ p１０６．０ ２．８

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■鉱工業生産指数の年度、前年同月比は原数値による。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

大型小売店販売額
大型店計 百貨店 スーパー

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
１６年度 １，００６，３２５ △４．８ ２１３，８００ △４．０ ３６１，９０５ △４．８ ８７，８３２ △３．２ ６４４，４１９ △４．８ １２５，９６９ △４．５
１７年度 ９８７，７３３ △３．０ ２１２，５７５ △１．７ ３５０，７４６ △１．８ ８７，５８７ ０．３ ６３６，９８７ △３．７ １２４，９８９ △３．２
１８年度 ９８３，６５６ △１．６ ２１１，７４５ △０．９ ３３０，５１２ △２．６ ８６，１０８ △０．８ ６５３，１４４ △１．１ １２５，６３７ △１．０
１９年度 ９５４，８０５ △２．６ ２１２，５５７ △１．０ ３０９，９４７ △３．５ ８４，２９１ △０．８ ６４４，８５７ △２．１ １２８，２６６ △１．１

１９年４～６月 ２３３，８３９ △１．５ ５１，３２３ △０．６ ７４，０８９ △２．３ ２０，１３２ １．０ １５９，７５０ △１．１ ３１，９１９ △１．６
７～９月 ２２９，６２１ △３．１ ５１，２３３ △２．０ ７３，６８２ △４．２ １９，６７８ △２．３ １５５，９３８ △２．５ ３１，５５５ △１．９
１０～１２月 ２６０，９２７ △２．７ ５７，９６０ △１．０ ８７，４１０ △３．９ ２４，０１９ △１．１ １７３，５１７ △２．２ ３３，９４１ △０．９

２０年１～３月 ２３０，４１９ △２．９ ５２，０４１ △０．３ ７４，７６６ △３．３ ２０，４６２ △０．９ １５５，６５３ △２．８ ３１，５７８ ０．１
４～６月 p２２３，６３５ △５．５ p ５０，６７５ △２．７ p ６７，５５３ △７．０ p １９，２２８ △４．４ p１５６，０８２ △４．８ p ３１，４４８ △１．６

１９年 ６月 ７８，０５３ ０．７ １７，３６７ ０．９ ２５，３６２ １．９ ６，９６１ ５．１ ５２，６９１ ０．２ １０，４０６ △１．９
７月 ７９，６２７ △５．２ １８，６１３ △３．８ ２７，０４４ △６．９ ７，９０６ △４．４ ５２，５８３ △４．３ １０，７０７ △３．４
８月 ７６，４５５ △０．９ １６，６９３ △０．１ ２２，５３８ △１．５ ５，７４４ １．１ ５３，９１７ △０．６ １０，９４９ △０．８
９月 ７３，５３９ △３．０ １５，９２７ △２．０ ２４，１０１ △３．７ ６，０２８ △２．７ ４９，４３８ △２．７ ９，８９９ △１．５
１０月 ７７，４１４ △５．２ １７，１６１ △１．７ ２６，３３４ △４．７ ６，８６２ △１．６ ５１，０８０ △５．４ １０，２９９ △１．８
１１月 ７８，３１１ △１．４ １８，１２４ ０．４ ２６，０１１ △２．０ ７，５６５ ０．８ ５２，３００ △１．１ １０，５５９ ０．１
１２月 １０５，２０２ △１．９ ２２，６７５ △１．５ ３５，０６６ △４．６ ９，５９２ △２．２ ７０，１３７ △０．５ １３，０８３ △１．０

２０年 １月 ８０，１９４ △４．８ １８，７９９ △２．０ ２６，２８０ △３．８ ７，３９９ △２．１ ５３，９１４ △５．３ １１，４００ △２．０
２月 ６７，８９０ △２．８ １５，５３９ １．２ ２０，９１４ △３．６ ５，８３３ １．０ ４６，９７６ △２．５ ９，７０６ １．４
３月 ８２，３３５ △１．２ １７，７０３ ０．２ ２７，５７１ △２．６ ７，２３１ △１．２ ５４，７６３ △０．４ １０，４７２ １．３
４月 ７４，８５６ △５．３ １６，８１２ △２．２ ２２，７３５ △５．８ ６，３８１ △３．４ ５２，１２１ △５．０ １０，４３１ △１．５
５月 r ７４，７９７ △４．７ r １６，９５１ △２．０ r ２２，４９１ △５．１ r ６，４０５ △２．５ r ５２，３０５ △４．５ r １０，５４６ △１．７
６月 p ７３，９８３ △６．５ p １６，９１２ △３．９ p ２２，３２７ △９．９ p ６，４４２ △７．３ p ５１，６５５ △４．９ p １０，４７１ △１．７

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■大型小売店販売額の前年同月比は既存店ベースによる。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

主要経済指標（１）

― ２８ ―
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年月

コンビニエンス・ストア販売額 消費者物価指数（総合） 円相場
（東京市場）

日経
平均
株価北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）１７年＝１００
前 年 同
月比（％）１７年＝１００

前 年 同
月比（％） 円／ドル 円

月（期）末
１６年度 ４２１，０４５ △１．１ ７２，９７３ △０．８ １００．０ ０．３ １００．２ △０．１ １０７．４９ １１，６６９
１７年度 ４１６，６１１ △２．９ ７３，７２４ △２．５ １００．１ ０．２ １００．０ △０．１ １１３．２６ １７，０６０
１８年度 ４１４，９２１ △１．７ ７４，２１１ △２．０ １００．５ ０．２ １００．２ △０．１ １１６．６４ １７，２８８
１９年度 ４０８，２９２ △１．７ ７５，１６１ △１．０ １０１．１ ０．２ １００．６ △０．１ １１４．２０ １２，５２６

１９年４～６月 １００，７４９ △１．６ １８，４７３ △１．９ １００．５ △０．２ １００．２ △０．１ １２０．７３ １８，１３８
７～９月 １１０，０３１ △１．７ １９，９０３ △０．１ １００．７ △０．１ １００．４ △０．１ １１７．７８ １６，７８６
１０～１２月 １０３，６８０ △２．２ １８，９８６ △１．０ １０１．６ ０．９ １００．８ ０．５ １１３．１０ １５，３０８

２０年１～３月 ９３，８３２ △１．５ １７，７９８ △０．９ １０１．８ １．８ １００．７ １．０ １０５．２０ １２，５２６
４～６月 １０５，０６８ ４．１ １９，２２４ ２．５ １０２．８ ２．４ １０１．６ １．４ １０４．５１ １３，４８１

１９年 ６月 ３４，７６３ △２．３ ６，２０１ △４．２ １００．６ △０．２ １００．２ △０．２ １２２．６２ １８，１３８
７月 ３６，９６８ ０．９ ６，６５２ △０．２ １００．３ △０．１ １００．１ ０．０ １２１．５９ １７，２４９
８月 ３８，７０８ △２．６ ６，９５２ △０．２ １００．８ △０．１ １００．６ △０．２ １１６．７２ １６，５６９
９月 ３４，３５５ △３．２ ６，２９９ ０．０ １００．９ △０．２ １００．６ △０．２ １１５．０２ １６，７８６
１０月 ３５，０３０ △１．４ ６，３１９ △１．２ １０１．３ ０．４ １００．９ ０．３ １１５．７４ １６，７３８
１１月 ３２，８４３ △２．４ ６，０８９ △０．６ １０１．３ ０．８ １００．７ ０．６ １１１．２１ １５，６８１
１２月 ３５，８０７ △２．８ ６，５７８ △１．３ １０２．１ １．４ １００．９ ０．７ １１２．３４ １５，３０８

２０年 １月 ３１，２１４ △２．６ ５，８４１ △１．６ １０１．９ １．４ １００．７ ０．７ １０７．６６ １３，５９２
２月 ３０，００８ △０．９ ５，６５５ △０．５ １０１．５ １．８ １００．５ １．０ １０７．１６ １３，６０３
３月 ３２，６１０ △１．１ ６，３０１ △０．６ １０２．１ ２．３ １０１．０ １．２ １００．７９ １２，５２６
４月 ３２，０３４ △０．２ ６，１１８ △０．２ １０１．７ １．５ １００．９ ０．８ １０２．４９ １３，８５０
５月 ３６，７６３ ８．５ ６，５５３ ３．５ １０２．９ ２．３ １０１．７ １．３ １０４．１４ １４，３３９
６月 ３６，２７１ ３．９ ６，５５３ ４．０ １０３．９ ３．３ １０２．２ ２．０ １０６．９０ １３，４８１

資料 経済産業省、北海道経済産業局 総務省 日本銀行 日本経済新聞社

■コンビニエンス販売額の前年同月比は既存店ベースによる。■年度及び四半期の数値は、月平均値。 ■円相場は対米ドル、インター
バンク中心相場の月中平均値。

年月

乗用車新車登録台数

北海道 全国
合計 普・小・軽・計普通車 小型車 軽乗用車

台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％）
１６年度 １８９，５１９ △１．９ ５１，５３５ △１．３ ９０，０６６ △２．１ ４７，９１８ △２．３ ４，７４９，３４２ ０．３
１７年度 １８７，１４５ △１．３ ４６，１５３ △１０．４ ９０，６２４ ０．６ ５０，３６８ ５．１ ４，７５５，３６９ ０．１
１８年度 １７６，３００ △５．８ ４３，７８０ △５．１ ７７，３９８ △１４．６ ５５，１２２ ９．４ ４，５５７，３３０ △４．２
１９年度 １６９，１４９ △４．１ ４９，１２７ １２．２ ７０，８７０ △８．４ ４９，１５２ △１０．８ ４，３９０，３４４ △３．７

１９年４～６月 ４３，５２８ △４．７ １１，１１３ ３．２ １９，０６６ △８．１ １３，３４９ △５．７ ９７０，３２４ △６．８
７～９月 ４１，０３４ △７．６ １２，７８０ ２２．０ １６，８３３ △１６．７ １１，４２１ △１６．７ １，０５１，５６９ △５．９
１０～１２月 ３４，６８２ △２．５ １０，９１６ １８．５ １４，０５８ △５．９ ９，７０８ △１５．０ １，００５，７１７ △１．９

２０年１～３月 ４９，９０５ △１．５ １４，３１８ ７．４ ２０，９１３ △２．８ １４，６７４ △７．４ １，３６２，７３４ △０．７
４～６月 ４１，８３８ △３．９ １１，０９８ △０．１ １８，２８４ △４．１ １２，４５６ △６．７ ９６５，８９５ △０．５

１９年 ６月 １５，５７５ △２．０ ３，９７３ ４．９ ７，２２１ ０．８ ４，３８１ △１１．３ ３７３，１８５ △８．０
７月 １５，１９１ △８．２ ４，３５１ １３．３ ６，９０９ △１３．７ ３，９３１ △１６．４ ３５８，０１９ △９．７
８月 １０，６０７ △６．３ ３，３２２ ２１．０ ４，２４１ △１７．３ ３，０４４ △１１．７ ２７７，５５７ △２．１
９月 １５，２３６ △７．７ ５，１０７ ３１．４ ５，６８３ △１９．７ ４，４４６ △１９．９ ４１５，９９３ △５．０
１０月 １２，６１９ １．２ ３，９８４ ３４．５ ５，００８ △９．８ ３，６２７ △８．２ ３３５，８８６ １．１
１１月 １２，６１５ △１．２ ３，９９３ １８．３ ５，４５９ ３．０ ３，１６３ △２２．８ ３６４，４８９ ０．６
１２月 ９，４４８ △８．５ ２，９３９ ２．２ ３，５９１ △１２．２ ２，９１８ △１３．３ ３０５，３４２ △７．７

２０年 １月 ９，７４４ △０．３ ２，６６７ △０．３ ４，０６８ １．４ ３，００９ △２．５ ３２０，０８４ ３．８
２月 １３，７７０ ３．８ ３，７７８ １０．０ ５，７５１ ２．７ ４，２４１ ０．１ ４２８，９８６ １．０
３月 ２６，３９１ △４．５ ７，８７３ ９．０ １１，０９４ △６．７ ７，４２４ △１２．９ ６１３，６６４ △４．０
４月 １４，８８５ ２．９ ３，９３５ ５．８ ６，９６１ １１．３ ３，９８９ △１１．３ ３０５，８４７ ５．４
５月 １２，２７７ △９．０ ３，２４９ △５．０ ４，９７２ △１１．１ ４，０５６ △９．３ ２９６，０８２ △３．６
６月 １４，６７６ △５．８ ３，９１４ △１．５ ６，３５１ △１２．０ ４，４１１ ０．７ ３６３，９６６ △２．５

資料 �日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会

主要経済指標（２）

― ２９ ―
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年月

新設住宅着工戸数 公共工事請負金額 機械受注実績

北海道 全国 北海道 全国 全国

戸 前 年 同
月比（％） 百 戸 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 億 円 前 年 同
月比（％）

１６年度 ４８，１４８ △５．１ １１，９３０ １．７ １，１２２，１３８ △７．０ １３７，３５４ △１１．１ １１８，２９２ ６．５
１７年度 ５３，０４８ １０．２ １２，４９４ ４．７ １，０６８，８５８ △４．７ １２９，６２２ △５．６ １２４，８９７ ５．６
１８年度 ４９，９４６ △５．８ １２，８５２ ２．９ ９６１，１２２ △１０．１ １２２，８３８ △５．２ １２７，４１３ ２．０
１９年度 ４２，３９７ △１５．１ １０，３５６ △１９．４ ８８３，６４４ △８．１ １１７，８１８ △４．１ １２３，６４０ △３．０

１９年４～６月 １５，９９１ １１．０ ３，２５５ △２．６ ３３１，７５９ △１２．０ ３１，０４０ △０．７ ２９，７２１ △１０．８
７～９月 ８，９４６ △３８．８ ２，０７８ △３７．１ ２８８，７０７ △１０．６ ３１，６８０ △７．３ ３０，５６６ △１．４
１０～１２月 １０，３８６ △２７．４ ２，４８４ △２７．３ １４４，５３５ ２０．３ ２８，８１０ △２．９ ２９，８９３ ０．０

２０年１～３月 ７，０７４ ６．９ ２，５３９ △９．０ １１８，６４３ △１５．９ ２６，２８７ △５．２ ３３，４５９ ０．８
４～６月 １２，０３４ △２４．７ ２，８９７ △１１．０ ３０９，４１３ △６．７ ２８，４４４ △８．４ ３１，３０８ ５．３

１９年 ６月 ６，８２１ ３２．８ １，２１１ ６．０ １０５，９３７ △１７．４ １０，９８２ △２．９ １０，９６３ △１７．９
７月 ３，８８３ △２８．８ ８１７ △２３．４ １２２，８９３ ４．６ １０，７２３ △４．０ ９，５０５ ８．０
８月 ２，３５３ △４７．５ ６３１ △４３．３ ９２，１２７ △１９．７ ９，８４２ △５．１ ８，９２１ △２．６
９月 ２，７１０ △４２．２ ６３０ △４４．０ ７３，６８７ △１８．８ １１，１１６ △１２．１ １２，１４０ △７．０
１０月 ３，４６７ △３５．６ ７６９ △３５．０ ７３，０２７ １４．２ １１，７４２ △３．２ ８，９０３ ３．３
１１月 ３，８６０ △１４．７ ８４３ △２７．０ ４０，０８２ １３．３ ８，６８５ △４．３ １０，０３９ ０．９
１２月 ３，０５９ △３０．２ ８７２ △１９．２ ３１，４２６ ５０．８ ８，３８４ △１．１ １０，９５１ △３．３

２０年 １月 ２，１０３ １９．２ ８７０ △５．７ １４，９８７ １４．０ ５，９０７ △３．５ ９，４８９ １１．４
２月 １，６５９ △２１．９ ８３０ △５．０ ９，８１４ △７．５ ６，５３５ １３．１ ９，９０３ ２．４
３月 ３，３１２ ２１．３ ８４０ △１５．６ ９３，８４２ △２０．０ １３，８４５ △１２．６ １４，０６７ △６．２
４月 ３，５９１ △３８．５ ９７９ △８．７ １２４，７９２ △１２．１ １１，０２５ △４．７ ９，３５３ ０．５
５月 ４，０２７ ２０．８ ９０８ △６．５ ７４，８０３ △１０．７ ７，６７５ △９．６ ９，９２９ ５．１
６月 ４，４１６ △３５．３ １，００９ △１６．７ １０９，８１８ ３．７ ９，７４３ △１１．３ １２，０２６ ９．７

資料 国土交通省 北海道建設業信用保証� 内閣府

■船舶・電力を除く民
需（原系列）。

年月

来道客数 有効求人倍率 完全失業率 企業倒産件数
（負債総額１，０００万円以上）（パートを含む常用 ）

北海道 北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

千人 前 年 同
月比（％）

倍
原数値

％
件 前 年 同

月比（％） 件 前 年 同
月比（％）原数値

１６年度 １２，７８１ △２．４ ０．５０ ０．８３ ５．７ ４．６ ５７７ △７．７ １３，１８６ △１４．７
１７年度 １２，７０５ △０．６ ０．５３ ０．９４ ５．３ ４．４ ５５５ △３．８ １３，１７０ △０．１
１８年度 １３，０８２ ３．０ ０．５３ １．０２ ５．４ ４．１ ５４６ △１．６ １３，３３７ １．３
１９年度 １２，８０４ △２．１ ０．５１ ０．９７ ５．２ ３．８ ６１０ １１．７ １４，３６６ ７．７

１９年４～６月 ３，００３ △２．６ ０．４８ ０．９３ ５．３ ３．８ １７２ ２０．３ ３，６１６ １０．２
７～９月 ４，０２８ △１．９ ０．５２ ０．９８ ４．７ ３．７ １３８ ２３．２ ３，４６５ ６．６
１０～１２月 ３，０３２ △２．４ ０．５２ １．００ ５．０ ３．７ １３２ ０．０ ３，５７０ ６．１

２０年１～３月 ２，７４１ △１．５ ０．５２ ０．９９ ５．６ ４．０ １６８ ５．７ ３，７１５ ８．０
４～６月 ２，９５８ △１．５ ０．４４ ０．８２ ５．０ ４．０ １８７ ８．７ ３，８２９ ５．９

１９年 ６月 １，１５８ △０．１ ０．４９ ０．９２ ５．３ ３．６ ５１ １０．９ １，１８５ ６．７
７月 １，２２５ △４．４ ０．５０ ０．９５ ↑ ３．５ ５２ ２０．９ １，２１５ １５．６
８月 １，５０５ △１．０ ０．５２ ０．９８ ４．７ ３．７ ５０ ６１．３ １，２０３ ２．９
９月 １，２９９ △０．７ ０．５５ １．０１ ↓ ４．０ ３６ △５．３ １，０４７ ４．３
１０月 １，１４０ △８．３ ０．５５ １．００ ↑ ４．０ ４７ △９．６ １，２６０ ８．１
１１月 ９４１ ０．１ ０．５２ １．００ ５．０ ３．７ ５０ ２８．２ １，２１３ １１．２
１２月 ９５１ ２．８ ０．４９ １．００ ↓ ３．５ ３５ △１４．６ １，０９７ △１．０

２０年 １月 ８３８ ０．０ ０．５１ １．００ ↑ ３．９ ５０ ３１．５ １，１７４ ７．６
２月 ９０７ △２．０ ０．５３ １．００ ５．６ ４．１ ５４ １０．２ １，１９４ ８．３
３月 ９９５ △２．４ ０．５２ ０．９６ ↓ ４．１ ６４ △１１．１ １，３４７ ８．０
４月 ８０８ △１．５ ０．４６ ０．８６ ↑ ４．１ ７４ ５７．４ １，２１５ ８．４
５月 １，０２７ ０．２ ０．４３ ０．８１ ５．０ ４．０ ６０ △１８．９ １，２９０ △１．５
６月 １，１２３ △３．０ ０．４４ ０．７９ ↓ ３．９ ５３ ３．９ １，３２４ １１．７

資料 北海道観光振興機構 厚生労働省
北海道労働局 総務省 �東京商工リサーチ

■年度および四半期の
数値は月平均値。

■北海道の年度は暦年
値。

主要経済指標（３）

― ３０ ―

Ｋ：】Ｓｅｒｖｅｒ／北洋調査レポート　表紙表７５　裏本文３３／Ｎｏ．１４６／本文／０２８～０３１　主要経済指標  2008.08.19 18.52.32  Page 30



年月

通関実績
輸出 輸入

北海道 全国 北海道 全国

百万円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％） 百万円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％）
１６年度 ２４３，９０７ １２．５ ６１７，１９４ １０．１ ７９８，３７８ １９．０ ５０３，８５８ １２．３
１７年度 ２６３，５９８ ９．８ ６８２，９０２ １０．６ ９６５，１４５ ２９．０ ６０５，１１３ ２０．１
１８年度 ３２４，５７８ ２３．１ ７７４，６０６ １３．４ １，２６３，７８１ ３０．９ ６８４，４７３ １３．１
１９年度 ３８１，４７３ １７．５ ８５１，１６０ ９．９ １，３８６，３４２ ９．７ ７４９，０３８ ９．４

１９年４～６月 ９３，５５５ ２８．８ ２０４，８７４ １３．２ ２８３，６６４ △１４．８ １７９，４２８ ９．８
７～９月 ８９，０１９ １０．２ ２１３，５３３ １０．７ ３２０，３７１ ２．０ １８３，１９０ ６．３
１０～１２月 ９９，５３３ １０．８ ２２２，０９０ １０．０ ３８６，９１８ ２０．８ １９５，５８３ １１．４

２０年１～３月 ９９，３６６ ２２．１ ２１０，６６３ ６．０ ３９５，３８９ ３３．０ １９０，８３７ １０．２
４～６月 p１０６，９９６ １４．４ p２０８，６００ １．８ p４７０，７８２ ６６．０ p１９８，８８４ １０．８

１９年 ６月 ３１，２８１ ２４．５ ７２，８６０ １６．２ ６７，１１９ △３９．６ ６０，４０１ １０．４
７月 ３０，４０５ １５．２ ７０，６３１ １１．７ ９７，０２４ ８．８ ６３，８１１ １６．７
８月 ３０，１２８ ７．２ ７０，３４７ １４．６ １０８，２２６ △４．２ ６２，９１０ ５．８
９月 ２８，４８６ ８．５ ７２，５５５ ６．３ １１５，１２１ ２．８ ５６，４６８ △３．０
１０月 ３５，０３９ △８．６ ７５，０６５ １３．８ １１５，７２８ １２．９ ６５，０７０ ８．７
１１月 ３２，８２１ ３４．７ ７２，６８６ ９．６ １３９，４６６ ３０．５ ６４，８４２ １３．３
１２月 ３１，６７３ １６．８ ７４，３４０ ６．８ １３１，７２４ １８．９ ６５，６７０ １２．３

２０年 １月 ２７，２０６ １２．８ ６４，０８４ ７．７ １２９，７７５ １４．４ ６４，９８１ ９．２
２月 ３５，５８３ ３０．４ ６９，７５４ ８．７ １３１，１８２ ７０．７ ６０，１２０ １０．２
３月 ３６，５７７ ２２．１ ７６，８２５ ２．３ １３４，４３２ ２５．６ ６５，７３６ １１．２
４月 ３５，４０１ ８．４ ６８，９１４ ３．９ １３３，０９９ ３０．７ ６４，１６２ １２．０
５月 r ３４，７２９ １７．３ r ６８，０９０ ３．７ r １７９，３２０ ５６．３ r ６４，５１２ ４．５
６月 p ３６，８６６ １７．９ p ７１，５９６ △１．７ p１５８，３６３ １３５．９ p ７０，２１０ １６．２

資料 財務省、函館税関

■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

預貯金（国内銀行）
預金 貸出

北海道 全国 北海道 全国

億円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％） 億円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％）
１６年度 １２４，１５０ ２．３ ５，２２６，７５２ １．３ ８６，２２３ △０．６ ３，８９４，３９０ △３．０
１７年度 １２３，１６０ △０．８ ５，３００，８９８ １．４ ８８，８４１ ３．０ ３，９５５，８１６ １．６
１８年度 １２５，４１３ １．８ ５，３５９，４５３ １．１ ８８，２７０ △０．６ ３，９９２，０９４ ０．９
１９年度 １２７，３４２ １．５ ５，５０２，１３７ ２．７ ８８，９６６ ０．８ ４，０４８，８９４ １．４

１９年４～６月 １２６，２５８ １．９ ５，３８５，４８４ ２．０ ８６，６７２ ０．０ ３，９６１，５１６ ０．８
７～９月 １２５，８９６ １．７ ５，３７０，４８８ ２．２ ８７，４４６ △１．１ ３，９９１，６３９ ０．７
１０～１２月 １２７，８４５ １．９ ５，４２５，０７６ ３．０ ８８，３８３ △０．３ ４，０４４，０５２ １．０

２０年１～３月 １２７，３４２ １．５ ５，５０２，１３７ ２．７ ８８，９６６ ０．８ ４，０４８，８９４ １．４
４～６月 １２９，４７２ ２．５ ５，５４２，８２５ ２．９ ８７，４０８ ０．８ ４，０４３，５８４ ２．１

１９年 ６月 １２６，２５８ １．９ ５，３８５，４８４ ２．０ ８６，６７２ ０．０ ３，９６１，５１６ ０．８
７月 １２５，６７４ １．８ ５，３７８，９１８ ２．８ ８６，８０８ △１．０ ３，９５２，０４５ ０．３
８月 １２５，３６９ １．８ ５，３５３，１３３ ２．３ ８６，７８７ △１．２ ３，９６３，２７６ ０．８
９月 １２５，８９６ １．７ ５，３７０，４８８ ２．２ ８７，４４６ △１．１ ３，９９１，６３９ ０．７
１０月 １２５，１３６ １．８ ５，３５５，３２６ ２．７ ８８，１１１ ０．７ ３，９５５，５３９ ０．７
１１月 １２５，８４１ １．８ ５，４２８，６８７ ３．０ ８７，３４１ △０．７ ３，９６８，２６８ ０．４
１２月 １２７，８４５ １．９ ５，４２５，０７６ ３．０ ８８，３８３ △０．３ ４，０４４，０５２ １．０

２０年 １月 １２５，５００ １．８ ５，４２０，９４７ ３．０ ８７，３７５ △０．４ ４，００８，５７８ １．０
２月 １２５，６１６ １．７ ５，４３６，３１５ ３．０ ８７，４２４ △０．４ ４，０１４，３９３ １．４
３月 １２７，３４２ １．５ ５，５０２，１３７ ２．７ ８８，９６６ ０．８ ４，０４８，８９４ １．４
４月 １２９，００３ １．６ ５，５０９，７２９ ２．２ ９０，２４４ １．３ ４，０１４，５６２ １．３
５月 １２８，２５５ ２．５ ５，４９９，１５１ １．６ ８９，１６０ １．８ ４，０２５，３３５ ２．１
６月 １２９，４７２ ２．５ ５，５４２，８２５ ２．９ ８７，４０８ ０．８ ４，０４３，５８４ ２．１

資料 日本銀行

主要経済指標（４）

― ３１ ―

Ｋ：】Ｓｅｒｖｅｒ／北洋調査レポート　表紙表７５　裏本文３３／Ｎｏ．１４６／本文／０２８～０３１　主要経済指標  2008.08.19 18.52.32  Page 31
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●道内経済の動き�

●道内景気の先行きと原油価格高騰の影響について�

●ジンギスカンの北海道経済に及ぼす効果�
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